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はじめに 
 

 

政府は、「成長力底上げ戦略」の一環として、フリーター等の職業能力形成機会に恵

まれなかった者に対して、キャリア・コンサルティングと実践的な訓練によりキャリ

ア形成を行うことにより、雇用の安定及び能力評価制度の整備を図るための「ジョブ・

カード制度」を推進しているところです。 

ジョブ・カード制度の職業能力形成プログラムの一つである有期実習型訓練は、企

業が訓練実施計画と評価シートを用意し、ジョブ・カードを有している者を有期雇用

し、訓練実施計画に沿って、企業実習（ＯＪＴ）と座学（Ｏｆｆ－ＪＴ）を組み合わ

せた訓練を実施し、更に、習得した職業能力を「評価シート」により評価するという

雇用型訓練です。 

厚生労働省は、有期実習型訓練の普及促進を図るため、企業が用意する評価シート

及びカリキュラムを中小企業等に広く提供することを目的として、中央職業能力開発

協会に、そのモデルを作成するための基準策定普及委員会を設置し、能力開発研究セ

ンターもモデルカリキュラムの開発を中心に当該委員会に参画をしてきたところであ

ります。 

本冊子は、平成１９年度に中央職業能力開発協会が包括的職業能力評価制度整備委

員会において整備された事務系９職種のモデル評価シートに対応したモデルカリキュ

ラムを、モデルカリキュラム集としてとりまとめたものです。 

地域ジョブ・カードセンター及び雇用・能力開発機構都道府県センター等関係機関

におきましては、本冊子を有期雇用型訓練の実施を考えている企業等への相談支援ツ

ールのひとつとして、活用いただければ幸いです。 
なお、厚生労働省及び雇用・能力開発機構（職業能力開発ステーション）ホームペ

ージにも、本冊子内容と同様なものが掲載をされいていますので、併せて活用をいた

だきますようお願いします。 
 

  ２００９年３月 

 

職業能力開発総合大学校 

 能力開発研究センター所長 
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■ 本冊子の活用にあたって ■ 
 



 
１ 概要 

カリキュラムとは、受講者から見れば訓練コースの到達目標、指導者から見れ

ば指導内容の指針を示すもので、訓練目標を達成するために、受講者等の学習能

力や習得段階を順序だてて編成した計画のことをさします。 

有期実習型訓練の対象者は、職業の経験が浅く、職業能力を高めるための教育

訓練機会がなかったために、職務上必要な知識、技能を有していない者です。 

そのため、技能・技術を習得することとあわせて、働く意義や喜びを実感する

ことも大切です。 

また、有期実習型訓練受講後の評価によって、採用につながる（採用試験等を

受けられる）ようにするため、企業の採用基準に見合う知識や技能・技術が習得

できるカリキュラム（訓練実施計画）が必要となります。 

   有期実習型訓練に限らず、企業において教育訓練を計画する際には、担当する

部署での仕事を行うための職業能力を明確にすることが重要です。  

   この冊子に掲載しているモデルカリキュラムは、平成１９年度に整備された事

務系９職種のモデル評価シートに対応した職種毎の職務別の「訓練カリキュラム

設定のガイドライン」、モデル訓練科（コース）毎の「訓練カリキュラム」で構成

しています。また、モデルカリキュラム集の末尾に、訓練時間や対象者等によっ

てモデルカリキュラムを変更する際の方法も参考に掲載しています。 

なお、このモデルカリキュラム作成にあたっては、有期実習型訓練の基本型の

要件（平成２０年７月時点）に基づき作成しています。 

以下に、このカリキュラムを活用する際の共通する事項について説明します。 
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２ 有期実習型訓練カリキュラム作成の考え方 

２－１ モデルカリキュラム作成のガイドライン 

  モデルカリキュラムは、次の共通ガイドラインに沿って作成していること。 

  なお、職種毎に特化したガイドラインは、職種毎の職務別に記載しています。 

 

（１）モデルカリキュラムは、業種毎に設置されている基準策定普及委員会におけ

る意見及び企業ヒアリングの結果を基に作成していること。 

 

（２）有期実習型訓練を実施する企業が、訓練期間中の訓練（作業）内容や教育訓

練環境に応じて、モデルカリキュラムのＯＪＴおよびＯｆｆ－ＪＴの教科目

や教科内容を選択、修正、追加または削除して企業独自のカリキュラムを作

成するための参考モデルであること。 

 

（３）モデルカリキュラムは、訓練受講者及び指導者に対して次のとおり示すもの

であること。 

①訓練受講者に対しては、訓練の目標や内容を理解させ、訓練の動機付けや

受講意欲を喚起していること。 

②指導者に対しては、訓練目標、訓練内容、訓練方法（座学・実技）、訓練時

間等を記載し、指導内容の指針を示していること。 

 

（４）モデルカリキュラムは、モデル評価シートの内容に対応して作成しているこ

と。その際、モデル評価シートの能力ユニット、または職務や仕事の単位で

いくつかの能力ユニットをまとめて教科名および細目の内容として記載する

ことを基本としていること。 

 

 （５）総括的な訓練目標は、｢職務内容の補助作業や作業の難易度に応じて上司等の

指示又は訓練生の判断により作業ができる知識、技能・技術を習得すること｣

を前提としていること。 

 

 （６）モデルカリキュラムの訓練対象者は、フリーター等正社員経験の少ない方（原

則として過去５年以内に概ね３年以上継続して常用雇用されたことがない方。

但し、学卒後６か月以内の方を除く）であって、当該訓練内容は、｢当該業界

の知識および技能・技術を有さない者で就業意欲のある者｣としていること。 
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 （７）モデルカリキュラムは、次の①から③の要件で作成していること 

①訓練期間は６ヵ月 

②総訓練時間は４２５時間 

③ＯＪＴの訓練割合は８割、ＯＦＦ－ＪＴの訓練割合は２割 

 

 （８）企業内でＯｆｆ－ＪＴを実施する場合、企業の教育訓練環境に対する依存度

が大きいため、企業が実施しやすい教科目や訓練内容を基本にし、当該業界

で働く意義や喜びを感じられる内容や安全衛生を加えた教科にしていること。 

 

（９）Ｏｆｆ－ＪＴの｢職業能力基礎講習｣は、社会人としての常識の他、企業で働

く者としての規則等の知識を習得する教科目であり、全業種同一教科名とし

ていること。 

 
（１０）Ｏｆｆ－ＪＴの｢安全衛生｣及び｢安全衛生作業｣、ＯＪＴ教科の｢安全衛生作業｣

は、安全衛生の知識や技能を習得する教科目であり、全業種同一教科名とし

ていること。 

 
（１１）Ｏｆｆ－ＪＴの学科教科の｢能力評価｣は、全業種同一教科名および同一時間

数としていること。 

 
（１２）ＯＪＴは、具体的活動（制作・製造やサービス提供）の課題解決のための技

能・技術及びそれに関する知識を訓練するものであり、Ｏｆｆ－ＪＴはＯＪ

Ｔの補完やＯＪＴで習得しづらい訓練、安全に関する知識、技能を設定して

いること。 

 

（１３）ＯＪＴの訓練時間は、仕事（作業）の内容や企業（事業所）の違いから標準

的に示しづらいところは仕事内容により柔軟に設定していること。 

 

（１４）活用にあっては、モデルカリキュラム活用事例を参考にすること。  
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２－２ 訓練カリキュラム 

   「訓練カリキュラム」に記載される事項を各項目別に設定方法を説明します。 

 ①訓練科（コース）名 

     訓練科（コース）の名称は、職種・職務・職能・業務・技術内容などから訓

練内容を想定できるものとする。なお、ほかに同じ分野の技能要素を習得する

ための訓練科を設定する場合は、訓練科名中に補足名を記載したり、一連の訓

練科に関連した名称にするとわかりやすくなります。  

  ②訓練終了後の関連職種 

     就職の職務は、受講者が担当する部署の職務や仕事の範囲が概ね想定できる

内容とします。 

  ③訓練目標 

    訓練目標は、訓練の必要性・効果・期待なども含めた訓練終了後の人材像を

設定します。 

たとえば、「○○技術者の職務」「△○を有する技能者」で、習得する能力は

「専門要素は○○の要素ほか」で、習得する内容の水準は、「○○の管理ができ

る、△△を取り扱うことができる」などを盛り込み、解りやすく設定します。 

  ④仕上がり像 

    仕上がり像は、上記③の「訓練目標」をより具体的に示すために、上記②の

「就職の職務」の範囲で、訓練終了後に、どのような仕事や業務ができるよ

うになるかを設定します。 

⑤ＯＪＴ 

     仕上がり像にある仕事や業務から訓練すべき要素を抽出し、「職務名又は教

科名」「職務又は教科の内容」「時間数」をあわせて示します。なお、「職務名

又は教科名」には、実際の作業名などを記載すると仕事との関連などがより

わかりやすくなります。 

  ⑥Ｏｆｆ—ＪＴ 

     Ｏｆｆ—ＪＴは、ＯＪＴを補完する基本の知識や安全作業の徹底など、訓練

すべき要素を抽出します。 

    ⅰ．学科 

      抽出したＯｆｆ−ＪＴの内容から座学等による知識の習得が効果的で

ある内容を選別し、「職務名又は教科名」「職務又は教科の内容」「時間数」

を示します。 
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    ⅱ．実技 

       抽出したＯｆｆ−ＪＴの内容から実習等による知識、技能・技術の習得

が効果的である内容を選別し、「職務名又は教科名」「職務又は教科の内

容」「時間数」を示します。 

   ⑦主な設備機器 

     教育訓練に必要な器工具や設備、備品等を示します。 

   ⑧Ｏｆｆ－ＪＴの実施主体 

     事業外でＯｆｆ−ＪＴやＯＪＴを実施する場合に、教育訓練を実施する組織

や機関名などを示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本冊子に掲載したモデルカリキュラムは、有期実習型訓練を導入・活用する

企業が独自カリキュラムを作成する際の参考として、または相談援助ツールと

して作成したものであり、モデルカリキュラムと訓練計画の認定とは無関係で

あることにご留意ください。 

また、このモデルカリキュラム作成にあたっては、有期実習型訓練の基本型

の要件（平成２０年７月時点）に基づき、職務毎に活用することを前提に作成

しています。 
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ＯＪＴとＯｆｆ－ＪＴ 

 

有期実習型訓練は、企業が受講者と雇用契約を結んでおこなう訓練であり、

カリキュラムは、ＯＪＴ（実習）とＯｆｆ－ＪＴ（座学、実習）で構成され

ます。 

通常、企業が訓練を実施するということは、企業が抱えている課題や問題

を解決するための企業活動となります。 

ここで、最も課題解決に直結した訓練がＯＪＴです。生産現場の問題や課題

の原因を明らかにして、実際の現場で繰返し訓練して課題解決を図ることが

できるからです。 

しかしながら、全ての課題をＯＪＴで解決できるかというと必ずしもそう

ではありません。ＯＪＴではできない内容や効率的でない内容、あらかじめ

習熟しておくことでＯＪＴを通じてより効率良く習得できる内容もありま

す。 

そこでＯｆｆ－ＪＴを活用します。例えば事故等が起こった際の対処法な

どを事前に習得しておくことや設備の操作方法を事前にシミュレーションし

て、習熟しておくことでＯＪＴがより良い訓練となると考えます。また、座

学により体系的に知識を得ておくと実習等を効率良くおこなうことができた

り、課題解決活動がよりスムーズに進められることも考えられます。 

このように、Ｏｆｆ－ＪＴ（学科・実技）はＯＪＴを補完する位置づけを

想定して進めるとよいでしょう。  
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■ モデルカリキュラム集（９職種） ■ 
 



● 事務系モデル評価シートに対応したモデルカリキュラム一覧表 

 

 職種 職務 訓練科名 

（１） 経営戦略 ① 経営戦略 経営企画サポート科 

（２） 
人事・人材開発・

労務管理 

② 人事 労務事務科 

③ 人材開発 
人材開発 

プランニング科 

④ 労務管理 労務管理科 

（３） 
企業法務・総務・

広報 

⑤ 企業法務 企業法務科 

⑥ 総務 総務事務科 

⑦ 広報 広報プランニング科 

（４） 経理・財務管理 

⑧ 経理 会計事務科 

⑨ 財務管理 財務管理科 

（５） 経営情報システム ⑩ 経営情報システム 経営情報システム科 

（６） 
営業・マーケティ

ング・広告 

⑪ 営業 営業・事務サービス科 

⑫ マーケティング マーケティング戦略科 

⑬ 広告 
販売広報 

プランニング科 

（７） 生産管理 

⑭ 生産管理プランニング 生産管理・企画科 

⑮ 生産管理 

オペレーション 

生産管理 

オペレーション科 

（８） ロジスティクス 

⑯ ロジスティクス管理 ロジスティクス管理科 

⑰ ロジスティクス 

オペレーション 

ロジスティクス 

オペレーション科 

（９） 国際事業 
⑱ 国際経営管理 

グローバル経営 

プランニング科 

⑲ 貿易 貿易ビジネス科 
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（１）経 営 戦 略 

① 経 営 戦 略 
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経営戦略における訓練カリキュラム設定のガイドライン
（１）訓練科名 経営企画サポート科

（２）想定される受講希望者 経営戦略業務を行っていく上で、専門学校、大学卒程度の教養に併
せて会社経営に関する基礎知識を有している者で、卒業後は非正規
雇用が長く、これから正社員になることを目指す者。

企業の経営企画部門、経営コンサルタント会社における事務業務

（経営企画の中心的な職位ではなく、その事務補助業務と設定）

OJTは、ジョブ・カード評価シート（様式6）（厚生労働省ホームページ
参照）の「Ⅲ技能・技術に関する能力(2)専門的事項」の能力ユニット
「経営戦略」に関する補助業務を中心に科目を設定。

※大企業での活用よりもコンビニエンスストアなどフランチャイズ展開
する各種小規模店舗事業など、地域において考えられる中小規模の
事業展開をしている企業を想定した経営分析、経営戦略業務に関す
る補助業務を中心に科目を設定。

（３）訓練終了後の関連職種

※１）教科及び訓練期間の設定
　当該訓練カリキュラムは、有期実習型訓練の訓練基準を満たし、訓練期間６ヶ月、総訓練時間４２５
時間の職業訓練を実施することを前提に事例として設定したものであり、OJTの職務やOff-JTの実施
環境に応じて、企業が「職務又は教科の内容」、「時間」等を追加、修正し、弾力的な設定が可能であ
ること。

※２）訓練修了後の自己啓発目標
　実務経験の後、ビジネス・キャリア検定試験「経営戦略３級」に合格することを目標とする。

※３）参考テキスト：ビジネス・キャリア検定試験標準テキスト「経営戦略３級」

（４）訓練カリキュラム
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時　間
Off-JTの
実施主体

備　　　考

経営戦略実習
（小規模店舗対
象）

340

職業能力基礎講
習

12

経営戦略概論 6

経営戦略策定プ
ロセス基礎

5

安全衛生 1

能力評価 10

パソコン基本実習 3

文書及び表計算
作成

12

プレゼンテーショ
ン技法

12

経営分析基本実
習

24

Off-JTで使用するものは、
下線（　　）で示す。ＯＪＴ及び
Off-JTの両方で使用するも
のは、（＊）を付す。

実習（OJT）計  340.0時間

実技計  51.0時間

企業統治の重要性、経営戦略の役割、経営戦略
と経営計画（小規模、個人事業主）

訓 練 科 名 ( コ ー ス 名 )

ＶＤＴ(Visual Display Terminals)作業と安全衛生

プレゼンテーション用ソフトを活用した資料作成、
プレゼン技法、評価

職務又は教科の内容

訓練修了後
の関連職種

主要な設備
機器、教材

職務名又は教科名

学
科

パソコン一式(プリンタ含む)、プロジェクター、白板

小規模店舗に関する経営企画実習、評価
各種分析手法を活用した投資計画・損益計画等
経営分析に関する演習課題・評価（グループ実
習）

経営目標の設定、経営環境の分析、経営資源と
機会・脅威との適合、経営戦略と経営計画に関す
る基礎知識、経営シミュレーション演習

座
学
等

（
Ｏ
ｆ
ｆ

―

Ｊ
Ｔ

）

オフィスアプリケーションを活用したビジネス文書
作成、データ整理、集計、分析

オリエンテーション、能力評価（企業評価、自己評
価）

小規模店舗又は小規模事業所に関する経営環
境、経営資源等の情報収集、マーケティング調
査、分析作業、競合分析、経営戦略と経営計画に
関する補助作業（プロジェクト参画）

座学等（Off-JT）計  85.0時間

経営企画業務、経営コンサル
タント業務

企業人としてのビジネススキルを身につけたうえ、経営戦略の役割・必要性、経営計
画の体系等の基本事項について理解し、経営環境や経営資源等の分析に関する事
務処理を正確に行う業務遂行能力を習得する。

有期実習型訓練合計  425.0時間

有
期
実
習
型
訓
練
の
内
容

実
習

（
O
J
T

）

訓 練 目 標

仕 上 が り 像

経営企画サポート科訓練カリキュラム

コンピュータの起動と終了、アプリケーションの起
動と終了、基本ツールの操作、ファイルの操作、動
作環境の設定

経営企画サポート科

コミュニケーション、グループディスカッション、キャ
リア形成、キャリアコンサルティング（自己理解、自
己評価）、ビジネスマナー、電話応対、顧客対応
（挨拶、身だしなみ、態度、言葉遣い、ＣＳ（Customer

Satisfaction））、PDCAの理解、企業活動（事業領域、
組織、経営理念、社是等）の理解、コンプライアン
ス

実
技

経営戦略立案と経営計画策定のためのプロセスを理解し、経営企画部門に求められ
る情報の収集と分析に係る事務補助を円滑に遂行できる。

平成21年3月作成

学科計  34.0時間
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人事における訓練カリキュラム設定のガイドライン
労務事務科

事務系職務を希望する者であって、当該科の知識を有さない者。

総務人事部門における事務業務

OJTは、ジョブ・カード評価シート（様式6）（厚生労働省ホームページ
参照）の「Ⅲ技能・技術に関する能力(2)専門的事項」の「人事企画・
雇用管理、賃金・社会保険」に関する補助業務を中心に科目を設
定。
（本訓練カリキュラムに含まれない能力ユニット「国際人事・労務管
理」を訓練カリキュラムに設定する場合は、下記※４から選択するこ
と）。

職務又は教科の内容

実
習

（
O
J
T

）

国際人事・労務管理実習 採用・就業規則管理補助業務、賃金・給与・福利厚生補助業務

座
学
等

(

O
f
fｰ

J
T

)

国際人事・労務管理基礎
海外の雇用・労働情勢、外国人スタッフ採用・契約手続、海外勤務者
の給与・手当

（２）想定される受講希望者

（１）訓練科名

職務名又は教科名

（３）訓練終了後の関連職種

※１）教科及び訓練時間の設定
　当該訓練カリキュラムは、有期実習型訓練の訓練基準を満たし、訓練期間６ヶ月、総訓練時間４２５時間
の職業訓練を実施することを前提に事例として設定したものであり、OJTの職務やOff-JTの実施環境に応
じて、企業が「職務又は教科の内容」、「時間」等を追加、修正し、弾力的な設定が可能であること。

※２）訓練修了後の自己啓発目標
　実務経験の後、ビジネス・キャリア検定試験「人事・人材開発３級」に合格することを目標とする。

※３）参考テキスト：ビジネス・キャリア検定試験標準テキスト「人事・人材開発３級」

（４）訓練カリキュラム

※４）「国際人事・労務管理」に対応した職務又は教科名、及びその内容
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時　間
Off-JTの実

施主体
備　　　考

人事企画、人事給与
事務処理実習

120

社会保険事務処理実
習

220

職業能力基礎講習 12

人事管理基礎 3

雇用管理基礎 3

賃金・社会保険基礎 12

安全衛生 1

能力評価 10

パソコン基本実習 3

文書及び表計算作成 18

賃金・社会保険基本
実習

23

労務事務科訓練カリキュラム

コンピュータの起動と終了、アプリケーションの起
動と終了、基本ツールの操作、ファイルの操作、
動作環境の設定

コミュニケーション、グループディスカッション、キャ
リア形成、キャリアコンサルティング（自己理解、自
己評価）、ビジネスマナー、電話応対、顧客対応
（挨拶、身だしなみ、態度、言葉遣い、ＣＳ（Customer

Satisfaction））、PDCAの理解、企業活動（事業領域、
組織、経営理念、社是等）の理解、コンプライアン
ス

労務事務科訓 練 科 名 ( コ ー ス 名 )

実
習

（
O
J
T

）

座
学
等

（
Ｏ
f
f

―

Ｊ
Ｔ

）

有
期
実
習
型
訓
練
の
内
容

オフィスアプリケーションを活用したビジネス文書
作成、データ整理、集計、分析

賃金の種類・内容、給与・賞与・退職金の基礎、退
職給付制度の基礎、社会保険制度の基礎（健康
保険法、介護保険法、厚生年金保険法、雇用保
険法、労働者災害補償保険法、その他関連法規）

パソコンによる給与計算、社会保険・労働保険等に係る事務補助を円滑に遂行できる。

職務又は教科の内容

Off-JTで使用するものは、下線（
）で示す。ＯＪＴ及びOff-JTの両
方で使用するものは、（＊）を付
す。

人事企画・採用計画の補助業務、賃金計算・賞
与・退職金の計算、総支給額・控除額の計算補助
業務

社会保険・労働保険等の届出補助業務、保険料
の徴収と申告事務補助業務

給与計算ソフトの活用、給与関係書式の作成
ケーススタディによる社会保険関係各種様式作成
演習

ＶＤＴ(Visual Display Terminals)作業と安全衛生

主要な設備
機器、教材

学
科

パソコン一式(プリンタ含む)、プロジェクター、白板

職務名又は教科名

学科計  41.0時間

オリエンテーション、能力評価（企業評価、自己評
価）

企業経営から見た人事管理の意義、資格制度の
種類・内容、人的資源としての人事評価の仕組み

座学等（Off-JT）計  85.0時間

実
技

労働契約・就業規則の概要、人員計画の基礎、雇
用形態の種類・内容、募集・採用、退職・解雇の基
礎

平成21年3月作成

実習（OJT）計  340.0時間

実技計  44.0時間

訓 練 目 標

仕 上 が り 像

総務人事業務
訓練修了後
の関連職種

有期実習型訓練合計  425.0時間

企業人としてのビジネススキルを身につけたうえ、人事企画・雇用管理等人事全般につい
ての基本的事項を理解し、賃金・社会保険制度等に関する事務処理を正確に行う業務遂
行能力を習得する。
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人材開発における訓練カリキュラム設定のガイドライン
（１）訓練科名 人材開発プランニング科

（２）想定される受講希望者 事務系職務を希望する者であって、当該科の知識を有さない者。

（３）訓練終了後の関連職種 総務人事部門における事務業務

（４）訓練カリキュラム OJTは、ジョブ・カード評価シート（様式6）（厚生労働省ホームページ参
照）の「Ⅲ技能・技術に関する能力(2)専門的事項」の能力ユニット「人材
開発」に関する補助業務を科目として設定。

※３）参考テキスト：ビジネス・キャリア検定試験標準テキスト「人事・人材開発３級」

※１）教科及び訓練時間の設定
　当該訓練カリキュラムは、有期実習型訓練の訓練基準を満たし、訓練期間６ヶ月、総訓練時間４２５時
間の職業訓練を実施することを前提に事例として設定したものであり、OJTの職務やOff-JTの実施環境
に応じて、企業が「職務又は教科の内容」、「時間」等を追加、修正し、弾力的な設定が可能であること。

※２）訓練修了後の自己啓発目標
　実務経験の後、ビジネス・キャリア検定試験「人事・人材開発３級」に合格することを目標とする。
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時　間
Off-JTの実

施主体
備考

人材開発・研修管理実
習

340

職業能力基礎講習 12

人材開発基礎 12

公的援助制度基礎 2

安全衛生 1

能力評価 10

パソコン基本実習 3

文書及び表計算作成 12

プレゼンテーション技法 9

教育研修技法実習 24

パソコン一式(プリンタ含む)、プロジェクター、白板

総務人事業務
訓練修了後
の関連職種

企業人としてのビジネススキルを身につけたうえ、人材開発業務についての基本的事項
を理解し、教育訓練の準備・実施など人材開発に関する事務処理を正確に行う業務遂行
能力を習得する。

企業の経営方針に沿った能力開発、人材育成の研修プログラムに係る事務補助を円滑
に遂行できる。

座学等（Off-JT）計  85.0時間

学
科

実
技

オリエンテーション、能力評価（企業評価、自己評
価）

有期実習型訓練合計  425.0時間

人材開発プランニング科訓練カリキュラム

コンピュータの起動と終了、アプリケーションの起動
と終了、基本ツールの操作、ファイルの操作、動作
環境の設定

コミュニケーション、グループディスカッション、キャ
リア形成、キャリアコンサルティング（自己理解、自
己評価）、ビジネスマナー、電話応対、顧客対応（挨
拶、身だしなみ、態度、言葉遣い、ＣＳ（Customer

Satisfaction））、PDCAの理解、企業活動（事業領域、
組織、経営理念、社是等）の理解、コンプライアンス

人材開発プランニング科

ケーススタディ方式による各種研修技法（ＫＪ法、ブ
レーンストーミング、ロールプレイング等）演習、評
価

訓 練 科 名 ( コ ー ス 名 )

学科計  37.0時間

有
期
実
習
型
訓
練
の
内
容

平成21年3月作成

主要な設備
機器、教材

座
学
等

（
O
f
f

―
Ｊ
Ｔ

）

教育訓練給付制度、キャリア形成促進助成金等経
費援助制度、人材投資促進税制、ビジネス・キャリ
ア制度、技能検定制度

職務又は教科の内容

ＶＤＴ(Visual Display Terminals)作業と安全衛生

職務名又は教科名

人材開発ニーズ調査、研修プログラム企画・実施実
施に関する事務補助業務、統計資料等作成、助成
金制度利用申請事務補助業務

Off-JTで使用するものは、下
線（　　）で示す。ＯＪＴ及びOff-
JTの両方で使用するものは、
（＊）を付す。

実技計  48.0時間

プレゼンテーションソフトを活用した資料作成、プレ
ゼン技法、評価

訓 練 目 標

仕 上 が り 像

実
習

（
O
J
T

） 実習（OJT）計  340.0時間

オフィスアプリケーションを活用したビジネス文書作
成、データ整理、集計、分析

経営方針と人材開発、人材開発の意義と目的、
OJT・OFF-JT・自己啓発の基本的考え方、教育研
修ニーズ調査と人材開発体系を活用した研修プロ
グラム設計演習
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労務管理における訓練カリキュラム設定のガイドライン
労務管理科

事務系職務を希望する者であって、当該科の知識を有さない者。

総務人事部門における事務業務

OJTは、ジョブ・カード評価シート（様式6）（厚生労働省ホームページ参
照）の「Ⅲ技能・技術に関する能力(2)専門的事項」の能力ユニット「就
業管理、福利厚生」に関する補助業務を中心に科目を設定。

（本訓練カリキュラムに含まれない能力ユニット「労使関係」、「安全衛
生」を訓練カリキュラムに設定する場合は、下記※４から選択すること）

職務名又は教科名 職務又は教科の内容

労使関係実習
労働組合側との調整・事務補助業務、労使交渉等に係る事務補助業
務

安全衛生実習
安全・衛生委員会運営に係る事務補助業務、定期健康診断に係る事
務補助業務

実
習

（
O
J
T

）

（４）訓練カリキュラム

（３）訓練終了後の関連職種

（２）想定される受講希望者

（１）訓練科名

※４）「労使関係、安全衛生」に対応した職務又は教科名、及びその内容

※３）参考テキスト：ビジネス・キャリア検定試験標準テキスト「労務管理３級」

※２）訓練修了後の自己啓発目標
　実務経験の後、ビジネス・キャリア検定試験「労務管理３級」に合格することを目標とする。

※１）教科及び訓練時間の設定
　当該訓練カリキュラムは、有期実習型訓練の訓練基準を満たし、訓練期間６ヶ月、総訓練時間４２５時
間の職業訓練を実施することを前提に事例として設定したものであり、OJTの職務やOff-JTの実施環境
に応じて、企業が「職務又は教科の内容」、「時間」等を追加、修正し、弾力的な設定が可能であること。
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時　間
Off-JTの実

施主体
備考

就業管理実務 180

福利厚生実務 160

職業能力基礎講習 12

労使関係基礎 3

就業管理基礎 9

福利厚生基礎 2

安全衛生 4

能力評価 10

パソコン基本実習 3

文書及び表計算作
成

18

労務関係処理基本
実習

24

有期実習型訓練合計  425.0時間

座
学
等

（
Ｏ
f
f

―

Ｊ
Ｔ

）

オフィスアプリケーションを活用したビジネス文書作
成、データ整理、集計、分析

Off-JTで使用するものは、下
線（　　）で示す。ＯＪＴ及びOff-
JTの両方で使用するものは、
（＊）を付す。

平成21年3月作成

職務名又は教科名

学
科

実
技

就業管理概要（法定労働時間、休日・時間外・深夜
労働等、労働時間の弾力化に係る制度の種類（変形
労働時間制、フレックスタイム制等）、特定労働者の
雇用・就業管理）

実習（OJT）計  340.0時間

職務又は教科の内容

労働時間や就業管理、福利厚生施設の利用等に係る事務補助を円滑に遂行できる。

訓練修了後
の関連職種

総務人事業務

企業人としてのビジネススキルを身につけたうえ、就業管理、福利厚生についての基本的
事項を理解し、労務管理に関する事務処理を正確に行う業務遂行能力を習得する。

労働時間管理・就業管理に関する事務補助業務、労
働基準監督署への届出処理、超過勤務時間集計・
勤怠管理データ集計補助業務

福利厚生（住宅対策、財産形成等）管理事務補助業
務、寮・社宅制度管理事務補助業務

実
習

（
Ｏ
Ｊ
Ｔ

）

ケーススタディによる就業規則及び労働契約基礎演
習（労働時間・休憩・休日、対象者別制度の活用、時
間外・休日・深夜労働等）
オフィスで起こる問題の対応術、演習、評価

労務管理科訓練カリキュラム

コンピュータの起動と終了、アプリケーションの起動と
終了、基本ツールの操作、ファイルの操作、動作環
境の設定

労務管理科

有
期
実
習
型
訓
練
の
内
容

オリエンテーション、能力評価（企業評価、自己評価）

ＶＤＴ(Visual Display Terminals)作業と安全衛生

コミュニケーション、グループディスカッション、キャリ
ア形成、キャリアコンサルティング（自己理解、自己
評価）、ビジネスマナー、電話応対、顧客対応（挨拶、
身だしなみ、態度、言葉遣い、ＣＳ（Customer

Satisfaction））、PDCAの理解、企業活動（事業領域、組
織、経営理念、社是等）の理解、コンプライアンス

座学等（Off-JT）計  85.0時間

訓 練 科 名 ( コ ー ス 名 )

訓 練 目 標

仕 上 が り 像

学科計  40.0時間

パソコン一式(プリンタ含む)、プロジェクター、白板

労務管理の意義と範囲、労働契約・就業規則・労働
協約・労使協定基礎

実技計  45.0時間

安全衛生教育、グループ学習によるメンタルヘルス
教育、労働災害防止、社会保障と福利厚生、カフェテ
リアプラン等

主要な設備
機器、教材
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（３）企 業 法 務 ・ 総 務 ・ 広 報 

⑤ 企 業 法 務 

⑥ 総 務 

⑦ 広 報 

－　19　－



企業法務における訓練カリキュラム設定のガイドライン
企業法務科

企業法務業務を行っていく上で、専門学校、大学卒程度の教養に併せて
民法、商法、会社法に関する基礎知識を有している者で、卒業後は非正
規雇用が長く、これから正社員になることを目指す者。

法律事務所、総務経理部門、法務部門における事務業務

OJTは、ジョブ・カード評価シート（様式6）（厚生労働省ホームページ参照）
の「Ⅲ技能・技術に関する能力(2)専門的事項」の能力ユニット「契約書の
作成・審査、担保権設定と債権管理・回収、企業取引」に関する補助業務
を中心に科目を設定。

（本訓練カリキュラムに含まれない能力ユニット「企業法務」、「労働法
務」、「知的財産権」、「紛争処理」、「国際法務」を訓練カリキュラムに設定
する場合は、下記※４から選択すること）。

職務名又は教科名 職務又は教科の内容

企業法務実習
民法、商法、会社法等に係る事務補助業務、定款変更や役員等の就退任
に係る事務補助業務

労働法務実習
労働法に係る事務補助業務、労働基準監督署やハローワーク等への各
種届出等に係る事務補助業務

知的財産権処理実習 特許権・商標権等の知的財産権に係る事務補助業務

紛争処理実習 損害賠償、和解交渉、民事訴訟等紛争処理に係る事務補助業務

国際法務実習
国際契約書作成に係る事務補助業務、国際商事紛争処理に係る事務補
助業務

紛争処理基礎 損害賠償・和解交渉、民事訴訟等手続き

国際法務基礎 国際法務基礎知識（民商法、担保法、訴訟手続）、条約

（１）訓練科名

（４）訓練カリキュラム

※４）「企業法務」、「労働法務」、「知的財産権」、「紛争処理」、「国際法務」に対応した職務又は教科
名、及びその内容

実
習

（
O
J
T

）

座
学
等

(

O
f
fｰ

J
T

)

※１）教科及び訓練時間の設定
　当該訓練カリキュラムは、有期実習型訓練の訓練基準を満たし、訓練期間６ヶ月、総訓練時間４２５時
間の職業訓練を実施することを前提に事例として設定したものであり、OJTの職務やOff-JTの実施環境
に応じて、企業が「職務又は教科の内容」、「時間」等を追加、修正し、弾力的な設定が可能であること。

※２）訓練修了後の自己啓発目標
　実務経験の後、ビジネス・キャリア検定試験「企業法務３級」に合格することを目標とする。

※３）参考テキスト：ビジネス・キャリア検定試験標準テキスト「企業法務３級」

（３）訓練終了後の関連職種

（２）想定される受講希望者
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時　間
Off-JTの
実施主体

備考

契約、債権管理・回収
業務実習

240

企業取引、知的財産
権申請業務実習

100

職業能力基礎講習 12

企業法務基礎 6

契約書作成基礎 5

債権管理・回収基礎 6

企業取引基礎、知的
財産権基礎

3

安全衛生 1

能力評価 10

パソコン基本実習 3

文書及び表計算作成 21

企業法務基本実習 18

学
科

座学等（Off-JT）計  85.0時間

有期実習型訓練合計  425.0時間

座
学
等

（
Ｏ
f
f

―

Ｊ
Ｔ

）

主要な設備
機器、教材

有
期
実
習
型
訓
練
の
内
容

ＶＤＴ(Visual Display Terminals)作業と安全衛生

コミュニケーション、グループディスカッション、キャ
リア形成、キャリアコンサルティング（自己理解、自
己評価）、ビジネスマナー、電話応対、顧客対応
（挨拶、身だしなみ、態度、言葉遣い、ＣＳ（Customer

Satisfaction））、PDCAの理解、企業活動（事業領域、
組織、経営理念、社是等）の理解、コンプライアン
ス

実技計  42.0時間

学科計  43.0時間

職務名又は教科名 職務又は教科の内容

平成21年3月作成

企業法務科
訓練修了後
の関連職種

法律事務所業務、総務経理業
務、法務部門業務

企業人としてのビジネススキルを身につけたうえ、企業法務全般の基本的事項を理解
し、法律判断を必要とする事項に関する対応措置の検討や問題の未然防止等に関す
る事務処理を正確に行う業務遂行能力を習得する。

企業活動全般に関わる法律業務を理解し、契約業務、企業取引、知的財産権等に係る
補助業務を円滑に遂行できる。

Off-JTで使用するものは、下
線（　　）で示す。ＯＪＴ及び
Off-JTの両方で使用するも
のは、（＊）を付す。

契約書作成・審査事務補助業務
商業登記簿、不動産登記簿事務業務、動産・不動
産担保事務業務、債権譲渡・回収事務補助業務

独占禁止法、消費者保護法等企業取引に関する
各種届出事務補助業務

仕 上 が り 像

契約書基本構成、典型契約（動産売買契約、基
本・個別契約、不動産取引契約、請負契約、賃貸
借契約、金銭消費貸借契約）

債権管理、担保（動産、不動産、保証契約）、債権
譲渡・回収・手形小切手

コンピュータの起動と終了、アプリケーションの起
動と終了、基本ツールの操作、ファイルの操作、動
作環境の設定

オリエンテーション、能力評価（企業評価、自己評
価）

実
技

企業法務科訓練カリキュラム

訓 練 科 名 ( コ ー ス 名 )

訓 練 目 標

パソコン一式(プリンタ含む)、プロジェクター、白板

オフィスアプリケーションを活用したビジネス文書
作成、データ整理、集計、分析

企業法務概論、コンプライアンス、関係法令
会社の種類、労働法体系、使用者責任、雇用形
態、セクハラ・パワハラ

ケーススタディによる課題を活用した契約書作成、
独占禁止法や消費者保護法等に関する法令に基
づく消費者等からのトラブル対応法、評価

実
習

（
Ｏ
Ｊ
Ｔ

）

独占禁止法、消費者保護法、個人情報保護法、知
的財産権

OJT計  340.0時間
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総務における訓練カリキュラム設定のガイドライン
総務事務科

事務系職務を希望する者であって、当該科の知識を有さない者。

総務人事、企画・調査、受付・案内、秘書部門における事務業務

OJTは、ジョブ・カード評価シート（様式6）（厚生労働省ホームページ参照）
の「Ⅲ技能・技術に関する能力(2)専門的事項」の能力ユニット「総務、事
務処理の情報システム化と文書管理、社内管理、社外対応」に関する補
助業務を中心に科目を設定。

（本訓練カリキュラムに含まれない能力ユニット「株式業務」、「リスクマネ
ジメント」、「秘書業務」を訓練カリキュラムとして設定する場合は、下記※
４から選択すること）。

職務名又は教科名 職務又は教科の内容

株式業務実習
株式発行・株主総会に係る事務補助業務、株主とのトラブル対応補助業
務

リスクマネジメント実習
警備・社用車運行管理事務補助業務、警備・保安・防災、損害保険事務
補助業務

秘書業務実習
上司のスケジュール管理事務補助業務、経営幹部会議に係る事務補助
業務

座
学
等

(

O
f
fｰ

J
T

)

秘書業務基礎 経営組織、慶弔・贈答マナー

実
習

（
O
J
T

）

（４）訓練カリキュラム

（３）訓練終了後の関連職種

（２）想定される受講希望者

（１）訓練科名

※４）「株式業務」、「リスクマネジメント」、「秘書業務」に対応した職務又は教科名、及びその内容

※３）参考テキスト：ビジネス・キャリア検定試験標準テキスト「総務３級」

※２）訓練修了後の自己啓発目標
　実務経験の後、ビジネス・キャリア検定試験「総務３級」に合格することを目標とする。

※１）教科及び訓練時間の設定
　当該訓練カリキュラムは、有期実習型訓練の訓練基準を満たし、訓練期間６ヶ月、総訓練時間４２５時間
の職業訓練を実施することを前提に事例として設定したものであり、OJTの職務やOff-JTの実施環境に
応じて、企業が「職務又は教科の内容」、「時間」等を追加、修正し、弾力的な設定が可能であること。
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時
間

Off-JTの
実施主体

備考

総務業務実習 340

職業能力基礎講
習

18

総務基礎 12

情報システム 2

安全衛生 1

能力評価 10

パソコン基本実
習

9

文書及び表計算
作成

30

文書管理とファイ
リング基本

3

平成21年3月作成

Off-JTで使用するものは、
下線（　　）で示す。ＯＪＴ及
びOff-JTの両方で使用す
るものは、（＊）を付す。

主要な設備
機器、教材

ＶＤＴ(Visual Display Terminals)作業と安全衛生

通信機器と社内ＬＡＮ、文書管理

パソコン一式(プリンタ含む)、プロジェクター、白板

オフィスアプリケーションを活用したビジネス文書
作成、データ整理、集計、分析

実
技

訓 練 科 名 ( コ ー ス 名 )

個人情報保護と文書管理手法、情報セキュリティ
対策

総務事務科訓練カリキュラム

コンピュータの起動と終了、アプリケーションの起
動と終了、基本ツールの操作、ファイルの操作、動
作環境の設定、事務機器及び通信機器のトラブル
対応

総務事務科

仕 上 が り 像

訓 練 目 標

職務名又は教科名

学科計  43.0時間

実
習

（
O
J
T

）

オリエンテーション、能力評価（企業評価、自己評
価）

有
期
実
習
型
訓
練
の
内
容

有期実習型訓練合計  425.0時間

座学等（Off-JT）計  85.0時間

座
学
等

（
O
f
f

―

Ｊ
Ｔ

）

学
科

実技計  42.0時間

実習（OJT）計  340.0時間

コミュニケーション、グループディスカッション、キャ
リア形成、キャリアコンサルティング（自己理解、自
己評価）、ビジネスマナー、電話応対、顧客対応
（挨拶、身だしなみ、態度、言葉遣い、ＣＳ（Customer

Satisfaction））、PDCAの理解、企業活動（事業領域、
組織、経営理念、社是等）の理解、コンプライアン
ス

企業倫理、社会的責任（ＣＳＲ(Corporate Social

Responsibility)）、株式の基礎知識、株主対応、資産管
理、リスクマネジメント基礎、個人情報保護法

職務又は教科の内容

総務人事、企画・調査、受
付・案内、秘書業務

訓練修了後
の関連職種

企業人としてのビジネススキルを身につけたうえ、会社の経営方針・組織、会議等の
総務業務を理解し、総務業務に関する事務処理を正確に行う業務遂行能力を習得
する。

社内管理、社外対応及び情報管理等に係る事務補助を円滑に遂行できる。

接遇、社内会議資料事務補助業務、社内管理規
定・事務用品管理・資産管理・情報管理その他総
務関係事務補助業務
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広報における訓練カリキュラム設定のガイドライン
（１）訓練科名 広報プランニング科

（２）想定される受講希望者 事務系職務を希望する者であって、当該科の知識を有さない者。

（３）訓練終了後の関連職種 総務人事部門、企画・調査部門、受付・案内部門、広告代理店におけ
る事務業務

（４）訓練カリキュラム OJTは、ジョブ・カード評価シート（様式6）（厚生労働省ホームページ参
照）の「Ⅲ技能・技術に関する能力(2)専門的事項」の能力ユニット「社
内広報、対外広報」に関する補補助業務を中心に科目を設定。

※１）教科及び訓練時間の設定
　当該訓練カリキュラムは、有期実習型訓練の訓練基準を満たし、訓練期間６ヶ月、総訓練時間４２５
時間の職業訓練を実施することを前提に事例として設定したものであり、OJTの職務やOff-JTの実施
環境に応じて、企業が「職務又は教科の内容」、「時間」等を追加、修正し、弾力的な設定が可能である
こと。

※２）訓練修了後の自己啓発目標
　実務経験の後、ビジネス・キャリア検定試験「総務３級」に合格することを目標とする。

※３）参考テキスト：ビジネス・キャリア検定試験標準テキスト「総務３級」  
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時　間
Off-JTの
実施主体

備考

広報活動実習 340

職業能力基礎講習 12

広報基礎知識 6

コンプライアンスとリスク
マネジメント基礎知識

5

安全衛生 1

能力評価 10

パソコン基本実習 3

ビジネス文書と広報資料
作成

18

広報関係基本実習 30

Off-JTで使用するものは、下
線（　　）で示す。ＯＪＴ及びOｆｆ
-JTの両方で使用するもの
は、（＊）を付す。

広報の意義、市場動向、コミュニケーション理論、
情報システム基礎、インベスターリレーションズ（IR）
基礎

パソコン一式(プリンタ含む)、プロジェクター、白板、DTPソフト

オフィスアプリケーションを活用したビジネス文書作
成と広報資料作成、デジカメ画像編集

ケーススタディによるオフィスアプリケーションを活
用した広報資料作成、デジカメ画像編集、インター
ネットを活用した情報収集、評価
ケーススタディによるクレーム対応演習、評価

主要な設備
機器、教材

実技計  51.0時間

コンピュータの起動と終了、アプリケーションの起動
と終了、基本ツールの操作、ファイルの操作、動作
環境の設定

有期実習型訓練合計  425.0時間

総務人事、企画・調査、受付・
案内、広告代理店業務

訓練修了後
の関連職種

企業人としてのビジネススキルを身につけたうえ、広報部門の目的と役割を理解し、幅
広く情報収集を行い、広報活動に関する事務処理を正確に行う業務遂行能力を習得す
る。

広報計画の作成や社内広報、社外広報など、企業と社会とのコミュニケーション活動に
係る補助業務を円滑に遂行できる。

学
科

広報プランニング科

オリエンテーション、能力評価（企業評価、自己評
価）

学科計  34.0時間

実
習

（
O
J
T

）

訓 練 目 標

社内広報補助（企画、取材・編集、原稿作成・校
正、レイアウト構成）、（グループ実習による社内報
作成）
対外広報補助（インベスターリレーションズ（IR）活
動、情報収集、プレスリリース資料作成、機材準
備）

職務又は教科の内容

有
期
実
習
型
訓
練
の
内
容

座
学
等

（
Ｏ
f
f

―

Ｊ
Ｔ

）

職務名又は教科名

座学等（Off-JT）計  85.0時間

広報プランニング科訓練カリキュラム

実
技

実習（OJT）計  340.0時間

仕 上 が り 像

ＶＤＴ(Visual Display Terminals)作業と安全衛生

コミュニケーション、グループディスカッション、キャ
リア形成、キャリアコンサルティング（自己理解、自
己評価）、ビジネスマナー、電話応対、顧客対応（挨
拶、身だしなみ、態度、言葉遣い、ＣＳ（Customer

Satisfaction））、PDCAの理解、企業活動（事業領域、
組織、経営理念、社是等）の理解、コンプライアンス

訓 練 科 名 ( コ ー ス 名 )

平成21年3月作成

プライバシー保護と知的財産権保護
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経理における訓練カリキュラム設定のガイドライン
会計事務科

事務系職務を希望する者であって、当該科の知識を有さない者。

総務経理部門における事務業務

OJTは、ジョブ・カード評価シート（様式6）（厚生労働省ホームページ参照）
の「Ⅲ技能・技術に関する能力(2)専門的事項」の能力ユニット「簿記、原
価計算」に関する補助業務を中心に科目を設定。

（本訓練カリキュラムに含まれない能力ユニット「財務諸表」、「国際会
計」、「国際税務」を訓練カリキュラムに設定する場合は、下記※４から選
択すること）。

職務名又は教科名 職務又は教科の内容

財務諸表実習
財務諸表事務補助業務、損益計算書作成事務補助業務、貸借対照表事
務補助業務、株主資本変動計算書作成事務補助業務

国際会計実習 国際会計事務補助業務、英文財務諸表作成事務補助業務

国際税務実習 国際税務事務補助業務、税制の情報収集と分析事務補助業務

国際会計基礎 外国為替取引、英文財務諸表、会計基準の国際標準化

国際税務基礎
外国税額控除等（二重課税防止制度）、タックスヘブン対策税制、海外勤
務の税制

実
習

（
O
J
T

）

座
学
等

(

O
f
fｰ

J
T

)

（４）訓練カリキュラム

（３）訓練終了後の関連職種

（２）想定される受講希望者

（１）訓練科名

※４）「財務諸表、国際会計、国際税務」に対応した職務又は教科名、及びその内容

※３）参考テキスト：ビジネス・キャリア検定試験標準テキスト「経理（簿記・財務諸表）（原価計算）３級」

※２）訓練修了後の自己啓発目標
　実務経験の後、ビジネス・キャリア検定試験「経理（簿記・財務諸表）（原価計算）３級」に合格することを
目標とする。

※１）教科及び訓練時間の設定
　当該訓練カリキュラムは、有期実習型訓練の訓練基準を満たし、訓練期間６ヶ月、総訓練時間４２５時
間の職業訓練を実施することを前提に事例として設定したものであり、OJTの職務やOff-JTの実施環境
に応じて、企業が「職務又は教科の内容」、「時間」等を追加、修正し、弾力的な設定が可能であること。
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時　間
Off-JTの
実施主体

備考

経理実務実習 340

職業能力基礎講
習

12

企業経理基礎知
識

8

安全衛生 1

能力評価 10

パソコン基本実習 3

文書作成基本 18

表計算作成基本 21

会計処理基本実
習

12

Off-JTで使用するもの
は、下線（　　）で示す。ＯＪ
Ｔ及びOff-JTの両方で使
用するものは、（＊）を付
す。

訓練修了後
の関連職種

企業人としてのビジネススキルを身につけたうえ、企業の財務会計、税務会計の基本
的事項を理解し、経理業務として財務会計、税務会計業務に関する事務処理を正確
に行う業務遂行能力を習得する。

簿記や原価計算業務に係る補助業務を円滑に遂行できる。

座学等（Off-JT）計  85.0時間

有期実習型訓練合計  425.0時間

座
学
等

（
O
f
f

―

J
T

）

職務名又は教科名

平成21年3月作成

市販の会計ソフトを活用した会計処理演習

オフィスアプリケーションを活用したビジネス文書
作成

オフィスアプリケーションを活用した表計算（関数
計算、マクロ）作成、課題を活用した試算表、精算
表、損益計算書、貸借対照表等作成演習、原価計
算演習

職務又は教科の内容

学科計  31.0時間

総務経理業務

コミュニケーション、グループディスカッション、キャ
リア形成、キャリアコンサルティング（自己理解、自
己評価）、ビジネスマナー、電話応対、顧客対応
（挨拶、身だしなみ、態度、言葉遣い、ＣＳ（Customer

Satisfaction））、PDCAの理解、企業活動（事業領域、
組織、経営理念、社是等）の理解、コンプライアン
ス

会計事務科訓練カリキュラム

コンピュータの起動と終了、アプリケーションの起
動と終了、基本ツールの操作、ファイルの操作、動
作環境の設定

会計事務科

実
習

（
O
J
T

） 実習（OJT）計  340.0時間

訓 練 科 名 ( コ ー ス 名 )

オリエンテーション、能力評価（企業評価、自己評
価）

訓 練 目 標

学
科

実
技

主要な設備
機器、教材

ＶＤＴ(Visual Display Terminals)作業と安全衛生

簿記における業務（仕訳の記帳、証憑管理、決算
整理、試算表と精算表の作成）や、原価計算業務
（製造原価の費目別計算、部門別計算・製品別計
算、原価差異の算定）の事務補助業務

仕 上 が り 像

実技計  54.0時間

簿記基礎、財務諸表基礎（貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書の作成と読み方）

有
期
実
習
型
訓
練
の
内
容

パソコン一式(プリンタ含む)、プロジェクター、白板、会計ソフトウェア
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財務管理における訓練カリキュラム設定のガイドライン
財務管理科

財務管理業務を行っていく上で、専門学校、大学卒程度の教養に併せて
会計、財務管理に関する基礎知識を有している者で、卒業後は非正規
雇用が長く、これから正社員になることを目指す者。

総務経理部門における事務業務

OJTは、ジョブ・カード評価シート（様式6）（厚生労働省ホームページ参
照）の「Ⅲ技能・技術に関する能力(2)専門的事項」の能力ユニット「財務」
に関する補助業務を中心に科目を設定

（本訓練カリキュラムに含まれない能力ユニット「国際金融・財務」を訓練
カリキュラムに設定する場合は、下記※４から選択すること）。

職務名又は教科名 職務又は教科の内容

実
習

（
O
J
T

）

国際金融・財務実習
国際金融・財務に係る事務補助業務、外国為替取引に係る事務補助業
務

座
学
等

(

O
f
fｰ

J
T

)

国際金融・財務基礎 国際会計基準、国際金融・財務基礎、国際通貨制度

（４）訓練カリキュラム

（３）訓練終了後の関連職種

（２）想定される受講希望者

（１）訓練科名

※４）「国際金融・財務」に対応した職務又は教科名、及びその内容

※３）参考テキスト：ビジネス・キャリア検定試験標準テキスト「財務管理３級」

※２）訓練修了後の自己啓発目標
　実務経験の後、ビジネス・キャリア検定試験「財務管理３級」に合格することを目標とする。

※１）教科及び訓練時間の設定
　当該訓練カリキュラムは、有期実習型訓練の訓練基準を満たし、訓練期間６ヶ月、総訓練時間４２５時
間の職業訓練を実施することを前提に事例として設定したものであり、OJTの職務やOff-JTの実施環境
に応じて、企業が「職務又は教科の内容」、「時間」等を追加、修正し、弾力的な設定が可能であること。
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時　間
Off-JTの
実施主体

備考

財務管理実習 340

職 業能 力基 礎講
習

12

財務管理基礎 11

安全衛生 1

能力評価 10

パソコン基本実習 3

文書作成基本 18

財務関係書類作
成基本

18

財務処理基本実
習

12

パソコン一式(プリンタ含む)、プロジェクター、白板、財務管理処理ソフトウェ
ア

主要な設備
機器、教材

コミュニケーション、グループディスカッション、キャ
リア形成、キャリアコンサルティング（自己理解、自
己評価）、ビジネスマナー、電話応対、顧客対応
（挨拶、身だしなみ、態度、言葉遣い、ＣＳ（Customer

Satisfaction））、PDCAの理解、企業活動（事業領域、
組織、経営理念、社是等）の理解、コンプライアン
ス

表計算（関数計算、マクロ）による財務管理関係書
類作成、評価

コンピュータの起動と終了、アプリケーションの起
動と終了、基本ツールの操作、ファイルの操作、動
作環境の設定

オフィスアプリケーションを活用したビジネス文書
作成

実
技

学科計  34.0時間

学
科

現金取引基礎、預金種類と処理方法基礎、手形・
小切手取引基礎、資金繰りの概要と仕組み

財務管理科訓練カリキュラム

オリエンテーション、能力評価（企業評価、自己評
価）

ＶＤＴ(Visual Display Terminals)作業と安全衛生

財務管理科

職務又は教科の内容職務名又は教科名

実
習

（
O
J
T

）

現預金取引に関する補助業務、資金調達・運用に
関する補助業務、出納補助業務
（グループ実習による現預金取引の記帳、資金繰
り表の作成、出納の手続き及び金融・財務情勢の
情報収集と分析）

訓 練 目 標

平成21年3月作成

市販の財務管理ソフトを活用した会計処理演習

Off-JTで使用するものは、
下線（　　）で示す。ＯＪＴ及び
Off-JTの両方で使用するも
のは、（＊）を付す。

OJT計  340.0時間

実技計  51.0時間

仕 上 が り 像

訓 練 科 名 ( コ ー ス 名 )

有
期
実
習
型
訓
練
の
内
容

総務経理業務
訓練修了後
の関連職種

企業人としてのビジネススキルを身につけたうえ、企業における財務管理業務の基本
的事項を理解し、資金調達及び資金運用の管理に関する事務処理を正確に行う業務
遂行能力を習得する。

財務管理業務を理解し、現預金取引の管理業務や出納業務、資金繰り業務等に係る
補助業務を円滑に遂行できる。

座学等（Off-JT）計  85.0時間

有期実習型訓練合計  425.0時間

座
学
等

（
O
f
f

―

Ｊ
Ｔ

）
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経営情報システムにおける訓練カリキュラム設定のガイドライン
（１）訓練科名 経営情報システム科

（２）想定される受講希望者 経営情報システム業務を行っていく上で、専門学校、大学卒程度の教養
に併せてコンピュータやネットワーク関連の技術など情報システムに関す
る基礎知識を有している者で、卒業後は非正規雇用が長く、これから正社
員になることを目指す者。

（３）訓練終了後の関連職種 システムエンジニア、総務部門、情報管理部門における事務業務

（４）訓練カリキュラム OJTは、ジョブ・カード評価シート（様式6）（厚生労働省ホームページ参照）
の「Ⅲ技能・技術に関する能力(2)専門的事項」の能力ユニット「情報システ
ム、システム化計画と設計の基礎、システムの運用・管理、業務アプリ
ケーション」に関する補助業務を科目として設定。

※１）教科及び訓練時間の設定
　当該訓練カリキュラムは、有期実習型訓練の訓練基準を満たし、訓練期間６ヶ月、総訓練時間４２５時
間の職業訓練を実施することを前提に事例として設定したものであり、OJTの職務やOff-JTの実施環境
に応じて、企業が「職務又は教科の内容」、「時間」等を追加、修正し、弾力的な設定が可能であること。

※２）訓練修了後の自己啓発目標
　実務経験の後、ビジネス・キャリア検定試験「経営情報システム３級」に合格することを目標とする。

※３）参考テキスト：ビジネス・キャリア検定試験標準テキスト「経営情報システム３級」
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時　間
Off-JTの
実施主体

備考

情報システム活用実
習

300

サポートデスク対応実
習

40

職業能力基礎講習 12

情報システム基礎 6

システム化計画・設計
基礎

6

システム運用管理基
礎

3

能力評価 10

パソコン基本実習 6

文書及び表計算作成 12

データベース基本実
習

27

情報システム運用管
理

3

企業の経営戦略に基づく情報システムの導入と適切な運用・管理に係る補助業務を
円滑に遂行できる。

座学等（Off-JT）計  85.0時間

有期実習型訓練合計  425.0時間

有
期
実
習
型
訓
練
の
内
容

座
学
等

（
O
f
f

―

Ｊ
Ｔ

）

仕 上 が り 像

実
習

（
O
J
T

）
実習（OJT）計  340.0時間

経営情報システム科訓練カリキュラム

動作環境（ネットワーク環境）の設定、社内イントラ
ネット、インターネット、情報セキュリティ

コミュニケーション、グループディスカッション、キャ
リア形成、キャリアコンサルティング（自己理解、自
己評価）、ビジネスマナー、電話応対、顧客対応
（挨拶、身だしなみ、態度、言葉遣い、ＣＳ（Customer

Satisfaction））、PDCAの理解、企業活動（事業領域、
組織、経営理念、社是等）の理解、コンプライアン
ス

経営情報システム科

オリエンテーション、能力評価（企業評価、自己評
価）

障害対応、電話対応、受付、問合わせ相談対応、
情報提供

職務又は教科の内容

業務分析に基づくシステム化計画・開発、情報シ
ステム及び情報ネットワーク利用・管理、情報セ
キュリティ等各種設定、アプリケーション活用

訓 練 科 名 ( コ ー ス 名 )

訓 練 目 標

職務名又は教科名

学
科

情報セキュリティ対策基礎、運用管理基礎、ＶＤＴ
(Visual Display Terminals)作業と安全衛生

システム化計画・業務分析・要件定義書、業務ア
プリケーション選定、システム設計・開発基礎

パソコン一式(プリンタ含む)、プロジェクター、白板

オフィスアプリケーションを活用したビジネス文書
作成、データ整理、集計、分析

情報システムで起こる問題の対応術、トラブル解
決演習、ケーススタディ

実
技

課題を活用したデータベースソフトウェア構築基礎

実技計  48.0時間

平成21年3月作成

Off-JTで使用するものは、
下線（　　）で示す。ＯＪＴ及
びOff-JTの両方で使用する
ものは、（＊）を付す。

主要な設備
機器、教材

訓練修了後
の関連職種

システムエンジニア業務、総務
業務、情報管理業務

企業人としてのビジネススキルを身につけたうえ、IT利活用のための知識、運用管理
についての基本的事項を理解し、会社経営のための情報化戦略として情報システム
に関する事務処理を正確に行う業務遂行能力を習得する。

学科計  37.0時間

コンピュータ概論、データベース基礎、ネットワーク
基礎
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（６）営 業 ・ マ ー ケ テ ィ ン グ ・ 広 告 

⑪ 営 業 

⑫ マ ー ケ テ ィ ン グ 

⑬ 広 告 
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営業システムにおける訓練カリキュラム設定のガイドライン
（１）訓練科名 営業・事務サービス科

（２）想定される受講希望者 事務系職務を希望する者であって、当該科の知識を有さない者。

（３）訓練終了後の関連職種 営業販売部門における事務業務

（４）訓練カリキュラム OJTは、ジョブ・カード評価シート（様式6）（厚生労働省ホームページ参照）
の「Ⅲ技能・技術に関する能力(2)専門的事項」の能力ユニット「営業基
礎」、「営業事務」の補助業務を科目として設定。

※３）参考テキスト：ビジネス・キャリア検定試験標準テキスト「営業３級」

※２）訓練修了後の自己啓発目標
　実務経験の後、ビジネス・キャリア検定試験「営業３級」に合格することを目標とする。

※１）教科及び訓練時間の設定
　当該訓練カリキュラムは、有期実習型訓練の訓練基準を満たし、訓練期間６ヶ月、総訓練時間４２５時
間の職業訓練を実施することを前提に事例として設定したものであり、OJTの職務やOff-JTの実施環境
に応じて、企業が「職務又は教科の内容」、「時間」等を追加、修正し、弾力的な設定が可能であること。
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時　間
Off-JTの
実施主体

備考

営業実習 280

営業事務実習 60

職 業能 力基 礎講
習

12

営業基礎 6

営業事務基礎 2

安全衛生 1

能力評価 10

パソコン基本実習 3

文書及び表計算
作成

12

プレゼンテーション
技法

18

営業技法基本実
習

21

座学等（Off-JT）計  85.0時間

契約法務、消費者保護、関係法規、債権管理

プレゼンテーションソフトを活用した提案書作成、
プレゼン、評価

パソコン一式(プリンタ含む)、プロジェクター、白板

有期実習型訓練合計  425.0時間

座
学
等

（
O
f
f

―

Ｊ
Ｔ

）

コミュニケーション、グループディスカッション、キャ
リア形成、キャリアコンサルティング（自己理解、自
己評価）、ビジネスマナー、電話応対、顧客対応
（挨拶、身だしなみ、態度、言葉遣い、ＣＳ（Customer

Satisfaction））、PDCAの理解、企業活動（事業領域、
組織、経営理念、社是等）の理解、コンプライアン
ス

オリエンテーション、能力評価（企業評価、自己評
価）

営業実務業務

企業人としてビジネススキルを身につけ、営業におけるコミュニケーションスキル及びＩ
Ｔ活用技術を活用したプレゼンテーション技法を理解し、営業実務業務を正確に行う
能力を習得する。

営業におけるコミュニケーションを図りながら、営業活動や営業・納品管理等アフター
サービス活動を行い、顧客サービスの対応に係る補助業務を円滑に遂行できる。

職務又は教科の内容

Off-JTで使用するものは、
下線（　　）で示す。ＯＪＴ及
びOff-JTの両方で使用す
るものは、（＊）を付す。

実習（OJT）計  340.0時間

職務名又は教科名

顧客訪問活動、商談技術、商品知識、在庫管理、
債権保全と回収

訓練修了後
の関連職種

学
科

平成21年3月作成

実
技

営業・事務サービス科訓練カリキュラム

コンピュータの起動と終了、アプリケーションの起
動と終了、基本ソフトの活用、ファイルの操作

営業・事務サービス科

製品知識の収集、営業事務、接客対応、接客用語
の使い方、接客マナーによる電話応対、クレーム
対応

訓 練 科 名 ( コ ー ス 名 )

訓 練 目 標

主要な設備
機器、教材

実技計  54.0時間

実
習

（
O
J
T

）

オフィスアプリケーションを活用したビジネス文書
作成、データ整理、集計、分析

営業技法、評価（課題設定した商品知識をつか
み、観察の仕方、営業セールスとしてのコミュニ
ケーション能力、ビジネスマナー、顧客の心のつか
み方、折衝力強化等のロールプレイング）

仕 上 が り 像

有
期
実
習
型
訓
練
の
内
容

学科計  31.0時間

営業活動計画、営業基礎知識、営業実績の見方、
営業技術（アプローチ等商談技術）、アフターセー
ルス技術、販売目標の立案、売上･費用･利益の
考え方、与信管理

ＶＤＴ(Visual Display Terminals)作業と安全衛生
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マーケティングにおける訓練カリキュラム設定のガイドライン
マーケティング戦略科

マーケティング業務を行っていく上で、専門学校、大学卒程度の教
養に併せて関連業界又は市場動向に関する基礎知識を有している
者で、卒業後は非正規雇用が長く、これから正社員になることを目
指す者。

企画・調査部門、営業・販売部門における事務業務

OJTは、ジョブ・カード評価シート（様式6）（厚生労働省ホームページ
参照）の「Ⅲ技能・技術に関する能力(2)専門的事項」の能力ユニット
「マーケティング戦略、市場調査、マーケティング政策、流通業・サー
ビス業のマーケティング」に関する補補助業務を中心に科目を設
定。

（本訓練カリキュラムに含まれない「国際マーケティング」を訓練カリ
キュラムに設定する場合は、下記※４から選択すること）。

職務名又は教科名 職務又は教科の内容

実
習

（
O
J
T

）

国際マーケティング実習 国際市場調査業務、輸出・輸入マーケティング調査業務

座
学
等

(

O
f
fｰ

J
T

)

国際マーケティング基礎 国際マーケティング概論、国際市場調査概論

（４）訓練カリキュラム

（３）訓練終了後の関連職種

（２）想定される受講希望者

（１）訓練科名

※４）「国際マーケティング」に対応した職務又は教科名、及びその内容

※３）参考テキスト：ビジネス・キャリア検定試験標準テキスト「マーケティング３級」

※２）訓練修了後の自己啓発目標
　実務経験の後、ビジネス・キャリア検定試験「マーケティング３級」に合格することを目標とする。

※１）教科及び訓練時間の設定
　当該訓練カリキュラムは、有期実習型訓練の訓練基準を満たし、訓練期間６ヶ月、総訓練時間４２５時
間の職業訓練を実施することを前提に事例として設定したものであり、OJTの職務やOff-JTの実施環境
に応じて、企業が「職務又は教科の内容」、「時間」等を追加、修正し、弾力的な設定が可能であること。
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時　間
Off-JTの
実施主体

備考

マーケティング業務実習 280

接客接遇、クレーム処理 60

職業能力基礎講習 12

マーケティング基礎 6

流 通 業 ・ サ ー ビ ス 業 の
マーケティング基礎

5

安全衛生 1

能力評価 10

パソコン基本実習 3

文書作成実習 12

表計算実習 18

プレゼンーション技法基
礎実習

12

マーケティング戦略策定
分析実習

6

企業人としてビジネスの基礎を確実に身につけたうえ、マーケティング戦略、市場調査
等に関する基礎的知識を理解し、製品・価格・流通経路、プロモーションに関する企
画・推進業務を正確に行う能力を習得する。

マーケティング戦略基礎、各種分析の概要、市場
調査・購買者行動基礎、マーケティング政策基礎
（製品政策、価格政策、チャネル政策、プロモー
ション政策）

平成21年3月作成

訓練修了後
の関連職種

学
科

座
学
等

（
O
f
f

―

J
T

）

ＶＤＴ(Visual Display Terminals)作業と安全衛生

接客対応、接客用語の使い方、接客マナーによる
電話応対、クレーム対応

訓 練 目 標

流通・商業・卸売業・小売業の概念、サービスマー
ケティングの概念

マーケティング戦略科訓練カリキュラム

コンピュータの起動と終了、アプリケーションの起
動と終了、基本ツールの操作、ファイルの操作

コミュニケーション、グループディスカッション、キャ
リア形成、キャリアコンサルティング（自己理解、自
己評価）、ビジネスマナー、電話応対、顧客対応
（挨拶、身だしなみ、態度、言葉遣い、ＣＳ（Customer

Satisfaction））、PDCAの理解、企業活動（事業領域、
組織、経営理念、社是等）の理解、コンプライアン
ス

マーケティング戦略科

実
技

訓 練 科 名 ( コ ー ス 名 )

仕 上 が り 像

職務又は教科の内容

企画・調査業務、営業・販売業
務

オフィスアプリケーションを活用したビジネス文書
作成

主要な設備
機器、教材

マーケティング手法を使った経営資源分析・市場
調査・データ分析業務、流通業・サービス業の市
場調査データ分析業務、商品企画、製品販売促進
（グループ形式によるマーケティングリサーチ実
習）

マーケティングリサーチ結果に基づく商品企画、プ
レゼンテーションソフトを活用した提案書作成、プ
レゼン、評価

座学等（Off-JT）計  85.0時間

学科計  34.0時間

有
期
実
習
型
訓
練
の
内
容

実
習

（
O
J
T

）

実習（OJT）計  340.0時間

職務名又は教科名

自社製品やサービスの開発、価格設定、販路開拓、広告宣伝販売等の企画立案に係
る補助業務を円滑に遂行できる。

Off-JTで使用するものは、
下線（　　）で示す。ＯＪＴ及
びOff-JTの両方で使用する
ものは、（＊）を付す。

実技計  51.0時間

パソコン一式(プリンタ含む)、プロジェクター、白板

マーケティング結果を集計・分析するための表作
成、関数計算、マクロ等によるデータ分析

オリエンテーション、能力評価（企業評価、自己評
価）

ＳＷＯＴ分析等マーケティング・リサーチ手法と手
順・分析、評価、事例によるマーケティング戦略立
案とそのプレゼンテーション

有期実習型訓練合計  425.0時間
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広告における訓練カリキュラム設定のガイドライン
（１）訓練科名 販売広告プランニング科

（２）想定される受講希望者 事務系職務を希望する者であって、当該科の知識を有さない者。

（３）訓練終了後の関連職種 企画・調査部門、営業・販売部門における事務業務

（４）訓練カリキュラム OJTは、ジョブ・カード評価シート（様式6）（厚生労働省ホームページ参照）
の「Ⅲ技能・技術に関する能力(2)専門的事項」の能力ユニット「広告」に関
する補助業務を科目として設定。

※１）教科及び訓練時間の設定
　当該訓練カリキュラムは、有期実習型訓練の訓練基準を満たし、訓練期間６ヶ月、総訓練時間４２５時
間の職業訓練を実施することを前提に事例として設定したものであり、OJTの職務やOff-JTの実施環境
に応じて、企業が「職務又は教科の内容」、「時間」等を追加、修正し、弾力的な設定が可能であること。

※３）参考テキスト：ビジネス・キャリア検定試験標準テキスト「マーケティング３級」

※２）訓練修了後の自己啓発目標
　実務経験の後、ビジネス・キャリア検定試験「マーケティング３級」に合格することを目標とする。
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時　間
Off-JTの
実施主体

備　　　考

広告業務実習 340

職業能力基礎講習 12

広告基礎 5

安全衛生 1

能力評価 10

パソコン基本実習 3

文書及び表計算作成 18

プレゼンーション技法 21

販売広告資料作成基
本

15

座学等（Off-JT）計  85.0時間

実
習

（
O
J
T

）

訓 練 科 名 ( コ ー ス 名 )

訓 練 目 標

マーケティング部門と共に広告戦略、広告作成等
に係る企画立案・事務補助業務（マーケティング結
果を活用したグループ形式による広告戦略作成）

企画・調査業務、営業・販売業
務

訓練修了後
の関連職種

企業人としてビジネススキルを身につけたうえ、広告について、その意義やマーケティン
グとの関連を理解し、広告計画や広告制作に関する業務を正確に行う能力を習得す
る。

マーケティング戦略に基づき、ターゲットとなる市場・顧客に対して購買意欲を喚起する
ような広告宣伝の企画立案に係る補助業務を円滑に遂行できる。

Off-JTで使用するものは、
下線（　　）で示す。ＯＪＴ及
びOff-JTの両方で使用する
ものは、（＊）を付す。

パソコン一式(パソコン含む)、プロジェクター、白板、DTPソフト
主要な設備
機器、教材

職務名又は教科名

学
科

想定するマーケティングリサーチ結果を元にプレ
ゼンテーションソフトを活用した広告資料提案書作
成、プレゼン、評価

学科計  28.0時間

有期実習型訓練合計  425.0時間

販売広告プランニング科訓練カリキュラム

コンピュータの起動と終了、アプリケーションの起
動と終了、基本ツールの操作、ファイルの操作

コミュニケーション、グループディスカッション、キャ
リア形成、キャリアコンサルティング（自己理解、自
己評価）、ビジネスマナー、電話応対、顧客対応
（挨拶、身だしなみ、態度、言葉遣い、ＣＳ（Customer

Satisfaction））、PDCAの理解、企業活動（事業領域、
組織、経営理念、社是等）の理解、コンプライアン
ス

販売広告プランニング科

ＶＤＴ(Visual Display Terminals)作業と安全衛生

仕 上 が り 像

オリエンテーション、能力評価（企業評価、自己評
価）

平成21年3月作成

座
学
等

（
O
f
f

―

J
T

）

有
期
実
習
型
訓
練
の
内
容

職務又は教科の内容

ケーススタディによる広告資料作成、デジカメ画像
編集、インターネットを活用した情報収集、評価

オフィスアプリケーションを活用したビジネス文書
作成、データ整理、集計、分析

実
技

実習（OJT）計  340.0時間

実技計  57.0時間

企業広告と商品広告、広告計画、広告制作・表現
基礎、マーケティング手法、マーケティング戦略の
基礎、著作権等関係法規、効果測定
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生産管理プランニングにおける訓練カリキュラム設定のガイドライン
生産管理・企画科

生産管理プランニング業務を行っていく上で、工業高校、専門学校、大学
卒程度の教養に併せて生産管理に関する基礎知識を有している者で、卒
業後は非正規雇用が長く、これから正社員になることを目指す者。

生産管理部門における事務業務

OJTは、ジョブ・カード評価シート（様式6）（厚生労働省ホームページ参照）
の「Ⅲ技能・技術に関する能力(2)専門的事項」の能力ユニット「生産システ
ムと生産計画」、「品質管理」の補助業務を中心に科目を設定。

（本訓練カリキュラムに含まれない能力ユニット「原価管理」、「納期管理」、
「安全衛生管理」、「環境管理」、「国際生産・ソーシング管理」を訓練カリ
キュラムに設定する場合は、下記※４から選択すること）。

職務名又は教科名 職務又は教科の内容

原価管理実習
原価計算、原価構成（製造原価と総原価、材料費・労務費と経費、直接費
と間接費、固定費と変動費）のコストダウンに係る事務補助業務

納期管理実習 生産タイプ別納期管理計画作成、納期進捗管理事務補助業務

安全衛生・環境管理実習
KYT（危険予知トレーニング）・防災訓練業務、労働安全・保安事故等報告
業務、グリーン購入・調達事務補助業務

国際生産・ソーシング管理
実習

国際調達、製造委託、生産提携等に係る事務補助業務

安全衛生管理基礎 KYT（危険予知トレーニング）、労働安全衛生法、安全教育

環境管理基礎
ISO14001とは、環境汚染、省資源・省エネルギー、グリーン購入・調達、関
連法規

国際生産・ソーシング管理
基礎

国際生産の基礎知識、国際ソーシング管理の基礎知識

（４）訓練カリキュラム

（３）訓練終了後の関連職種

（２）想定される受講希望者

（１）訓練科名

座
学
等

(

O
f
fｰ

J
T

)

※４）「原価管理」、「納期管理」、「安全衛生管理」、「環境管理」、「国際生産・ソーシング管理」に対応した職務
又は教科名、及びその内容

※３）参考テキスト：ビジネス・キャリア検定試験標準テキスト「生産管理プランニング３級」

※２）訓練修了後の自己啓発目標
　実務経験の後、ビジネス・キャリア検定試験「生産管理プランニング３級」に合格することを目標とする。

※１）教科及び訓練時間の設定
　当該訓練カリキュラムは、有期実習型訓練の訓練基準を満たし、訓練期間６ヶ月、総訓練時間４２５時間の職
業訓練を実施することを前提に事例として設定したものであり、OJTの職務やOff-JTの実施環境に応じて、企
業が「職務又は教科の内容」、「時間」等を追加、修正し、弾力的な設定が可能であること。

実
習

（
O
J
T

）
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時　間
Off-JTの
実施主体

備　　　考

生産管理実習 340

職業能力基礎講習 12

生産計画基礎 6

品質管理基礎 6

原価管理と納期管理
基礎

5

安全衛生 1

能力評価 10

パソコン基本実習 3

文書及び表計算作成 12

生産管理基本実習 30

Off-JTで使用するものは、
下線（　　）で示す。ＯＪＴ及び
Off-JTの両方で使用するも
のは、（＊）を付す。

実習（OJT）計  340.0時間

パソコン一式（プリンタ含む）、プロジェクター、白板

ケーススタディによる生産計画と在庫管理、原価
管理、品質統計、品質データ活用・評価、品質問
題に係るクレーム対応術、現場の安全教育

オフィスアプリケーションを活用したビジネス文書
作成、データ整理、集計、分析

実技計  45.0時間

コミュニケーション、グループディスカッション、キャ
リア形成、キャリアコンサルティング（自己理解、自
己評価）、ビジネスマナー、電話応対、顧客対応
（挨拶、身だしなみ、態度、言葉遣い、ＣＳ（Customer

Satisfaction））、PDCAの理解、企業活動（事業領域、
組織、経営理念、社是等）の理解、コンプライアン
ス

オリエンテーション、能力評価（企業評価、自己評
価）

有期実習型訓練合計  425.0時間

平成21年3月作成

職務名又は教科名

学
科

職務又は教科の内容

生産管理・企画科

学科計  40.0時間

実
習

（
O
J
T

）

生産計画立案と生産統制、資材・在庫管理、品質
管理補助業務（グループワーク形式）

品質管理概論、品質保証、製造物責任（グループ
ワーク形式）

主要な設備
機器、教材

原価管理と納期管理、原価計算、原価低減（グ
ループワーク形式）

ＶＤＴ(Visual Display Terminals)作業と安全衛生

コンピュータの起動と終了、アプリケーションの起
動と終了、基本ツールの操作、ファイルの操作、動
作環境の設定

生産管理・企画科訓練カリキュラム

訓 練 科 名 ( コ ー ス 名 )

訓 練 目 標

仕 上 が り 像

実
技

有
期
実
習
型
訓
練
の
内
容

座
学
等

（
O
f
f

―

J
T

）

生産システムと生産計画、工程管理、資材・在庫
管理（グループワーク形式）

座学等（Off-JT）計  85.0時間

生産管理業務
訓練修了後
の関連職種

企業人としてのビジネススキルを身につけたうえ、生産管理全般の基本的事項を理解
し、生産システムと生産計画の立案、品質管理、原価管理、納期管理に関する事務処
理を期限までに要求仕様に基づいて正確に行う業務遂行能力を習得する。

生産システム、生産計画、品質管理を理解し、工場内の生産管理企画に係る補助業
務を円滑に遂行できる。
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生産管理オペレーションにおける訓練カリキュラム設定のガイドライン
生産管理オペレーション科

生産管理オペレーション業務を行っていく上で、工業高校、専門学校、大学
卒程度の教養と併せて作業管理、運搬・物流管理など生産管理の企画及び
推進に関する基礎知識を有している者で、卒業後は非正規雇用が長く、こ
れから正社員になることを目指す者。

現場管理部門における事務業務

OJTは、ジョブ・カード評価シート（様式6）（厚生労働省ホームページ参照）の
「Ⅲ技能・技術に関する能力(2)専門的事項」の能力ユニット「運搬・物流管
理、資材管理、在庫管理」に関する補助業務を中心に科目を設定。

（本訓練カリキュラムに含まれない能力ユニット「作業管理」、「工程管理」、
「設備管理」を訓練カリキュラムに設定する場合は、下記※４から選択する
こと）。

職務名又は教科名 職務又は教科の内容

作業管理実習
加工作業・検査作業・運搬作業等改善に係る事務補助業務、運搬・物流改
善に係る事務補助業務

工程管理実習 生産計画立案に係る事務補助業務、工程管理事務補助業務

設備管理実習
事後保全・予防保全に係る補助業務、設備保全計画・実施に係る事務補助
業務

（３）訓練終了後の関連職種

（２）想定される受講希望者

（１）訓練科名

実
習

（
O
J
T

）

※３）参考テキスト：ビジネス・キャリア検定試験標準テキスト「生産管理オペレーション３級」

※４）「作業管理」、「工程管理」、「設備管理」に対応した職務又は教科名、及びその内容

※１）教科及び訓練時間の設定
　当該訓練カリキュラムは、有期実習型訓練の訓練基準を満たし、訓練期間６ヶ月、総訓練時間４２５時間
の職業訓練を実施することを前提に事例として設定したものであり、OJTの職務やOff-JTの実施環境に応
じて、企業が「職務又は教科の内容」、「時間」等を追加、修正し、弾力的な設定が可能であること。

※２）訓練修了後の自己啓発目標
　実務経験の後、ビジネス・キャリア検定試験「生産管理オペレーション３級」に合格することを目標とする。

（４）訓練カリキュラム
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時　間
Off-JTの
実施主体

備考

運搬・物流管理実習 168

資材管理・受入(検
収)、在庫管理実習

172

職業能力基礎講習 12

作業管理・工程管理
基礎

6

設備管理基礎 6

資材管理・在庫管理
基礎

6

安全衛生 1

能力評価 10

パソコン基本実習 4

文書及び表計算作成 14

生産管理基本実習 26

パソコン一式（プリンタ含む）、プロジェクター、白板

学科計  41.0時間

実
習

（
O
J
T

）

コンピュータの起動と終了、アプリケーションの起
動と終了、基本ツールの操作、ファイルの操作、動
作環境の設定

座学等（Off-JT）計  85.0時間

有期実習型訓練合計  425.0時間

座
学
等

（
O
f
f

―

J
T

）

オフィスアプリケーションを活用したビジネス文書
作成、データ整理、集計、分析

課題設定による生産計画に基づく資材計画・発
注、在庫管理計画・入出庫計画作成、荷役・運搬・
包装実習、現場の安全教育

学
科

生産管理オペレーション科訓練カリキュラム

訓 練 科 名 ( コ ー ス 名 )

訓 練 目 標

仕 上 が り 像

職務又は教科の内容

平成21年3月作成

職務名又は教科名

訓練修了後
の関連職種

生産管理オペレーション科

企業人としてのビジネススキルを身につけたうえ、生産管理全般の基本的事項を理解
し、運搬・物流管理、資材管理、在庫管理に関する事務処理を期限までに要求仕様に
基づいて正確に行う業務遂行能力を習得する。

効率的な運搬・物流業務、円滑な資材調達、在庫管理に関わる職務内容を理解し、
生産管理に係る補助業務を円滑に遂行できる。

コミュニケーション、グループディスカッション、キャ
リア形成、キャリアコンサルティング（自己理解、自
己評価）、ビジネスマナー、電話応対、顧客対応
（挨拶、身だしなみ、態度、言葉遣い、ＣＳ（Customer

Satisfaction））、PDCAの理解、企業活動（事業領域、
組織、経営理念、社是等）の理解、コンプライアン
ス

現場管理業務

生産管理における効率的運搬・物流管理、倉庫環
境維持管理、製品の荷役・運搬業務、

オリエンテーション、能力評価（企業評価、自己評
価）

発注業務、在庫管理業務、棚卸し業務

実習（OJT）計  340.0時間

有
期
実
習
型
訓
練
の
内
容

設備管理基礎知識、設備保全、設備の劣化と設
備保全システム（グループワーク形式）

資材管理基礎知識、在庫管理基礎知識、資材計
画と入出庫管理、購買管理（グループワーク形式）

ＶＤＴ(Visual Display Terminals)作業と安全衛生

Off-JTで使用するものは、
下線（　　）で示す。ＯＪＴ及び
Off-JTの両方で使用するも
のは、（＊）を付す。

主要な設備
機器、教材

実技計  44.0時間

作業管理概論、工程管理概論、運搬・物流基礎知
識（グループワーク形式）

実
技
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ロジスティクス管理における訓練カリキュラム設定のガイドライン
（１）訓練科名 ロジスティクス管理科

（２）想定される受講希望者 事務系職務を希望する者であって、当該科の知識を有さない者。

（３）訓練終了後の関連職種 生産現場、出荷・受荷部門における事務業務

（４）訓練カリキュラム OJTは、ジョブ・カード評価シート（様式6）（厚生労働省ホームページ参照）
の「Ⅲ技能・技術に関する能力(2)専門的事項」の能力ユニット「在庫管理、
物流システム・コスト管理、物流情報システム」に関する補助業務を科目と
して設定。

※１）教科及び訓練時間の設定
　当該訓練カリキュラムは、有期実習型訓練の訓練基準を満たし、訓練期間６ヶ月、総訓練時間４２５時
間の職業訓練を実施することを前提に事例として設定したものであり、OJTの職務やOff-JTの実施環境
に応じて、企業が「職務又は教科の内容」、「時間」等を追加、修正し、弾力的な設定が可能であること。

※２）訓練修了後の自己啓発目標
　実務経験の後、ビジネス・キャリア検定試験「ロジスティクス管理３級」に合格することを目標とする。

※３）参考テキスト：ビジネス・キャリア検定試験標準テキスト「ロジスティクス管理３級」
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時　間
Off-JTの
実施主体

備考

物流管理実習 300

物流情報システム運用実
習

40

職業能力基礎講習 12

物流管理基礎 6

在庫・システム・コスト管理 6

関係法規 6

安全衛生 1

能力評価 10

パソコン基本実習 4

文書及び表計算作成 18

在庫管理・物流コスト管理
実習

18

物流情報システム基本 4

企業人としてのビジネススキルを身につけたうえ、輸送・保管・荷役等の物流管理の
基本的事項を理解し、ロジスティクス管理に関する企画及び推進に関する事務処理
を正確に行う業務遂行能力を習得する。

実
習

（
O
J
T

）

ロジスティクス管理科訓練カリキュラム

ロジスティクス管理科

学
科

生産現場業務、出荷・受荷係
業務

訓練修了後
の関連職種

職務又は教科の内容

訓 練 科 名 ( コ ー ス 名 )

訓 練 目 標

平成21年3月作成

職務名又は教科名

主要な設備
機器、教材

座
学
等

（
O
f
f

―

J
T

）

オフィスアプリケーションを活用したビジネス文書
作成、データ整理、集計、分析

ケーススタディによる在庫分析と物流コスト計算演
習、評価

パソコン一式(プリンタ含む)、プロジェクター、白板、市販物流情報システムソフトウェア

Off-JTで使用するものは、
下線（　　）で示す。ＯＪＴ及
びOff-JTの両方で使用する
ものは、（＊）を付す。

物流情報システムを使った情報処理実習基礎

在庫管理、物流システム管理、コスト管理（グルー
プ実習による物流管理）

オリエンテーション、能力評価（企業評価、自己評
価）

実習（OJT）計  340.0時間

仕 上 が り 像

コミュニケーション、グループディスカッション、キャ
リア形成、キャリアコンサルティング（自己理解、自
己評価）、ビジネスマナー、電話応対、顧客対応
（挨拶、身だしなみ、態度、言葉遣い、ＣＳ（Customer

Satisfaction））、PDCAの理解、企業活動（事業領域、
組織、経営理念、社是等）の理解、コンプライアン
ス

物流管理、在庫管理や物流情報システム運用を理解し、物流管理に係る補助業務を
円滑に遂行できる。

有
期
実
習
型
訓
練
の
内
容

物流システム運用・管理

学科計  41.0時間

物流管理基礎、物流サービス管理基礎

実
技

有期実習型訓練合計  425.0時間

実技計  44.0時間

在庫管理基礎、物流システム管理基礎、物流コス
ト管理基礎

労務・調達関連法規、道路交通関連法規、運輸・
倉庫関連法規、環境等関連法規

ＶＤＴ(Visual Display Terminals)作業と安全衛生

コンピュータの起動と終了、アプリケーションの起
動と終了、基本ツールの操作、ファイルの操作、動
作環境の設定

座学等（Off-JT）計  85.0時間
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ロジスティクス・オペレーションにおける訓練カリキュラム設定のガイドライン
（１）訓練科名 ロジスティクス・オペレーション科

（２）想定される受講希望者 事務系職務を希望する者であって、当該科の知識を有さない者。

（３）訓練終了後の関連職種 生産現場、出荷・受荷部門における事務業務

（４）訓練カリキュラム OJTは、ジョブ・カード評価シート（様式6）（厚生労働省ホームページ参照）の「Ⅲ技
能・技術に関する能力(2)専門的事項」の能力ユニット「輸送包装、荷役、保管、配
送、コスト管理、輸送」に関する補助業務を科目として設定。

※１）教科及び訓練時間の設定
　当該訓練カリキュラムは、有期実習型訓練の訓練基準を満たし、訓練期間６ヶ月、総訓練時間４２５時間の職
業訓練を実施することを前提に事例として設定したものであり、OJTの職務やOff-JTの実施環境に応じて、企業
が「職務又は教科の内容」、「時間」等を追加、修正し、弾力的な設定が可能であること。

※２）訓練修了後の自己啓発目標
　実務経験の後、ビジネス・キャリア検定試験「ロジスティクス・オペレーション３級」に合格することを目標とする。

※３）参考テキスト：ビジネス・キャリア検定試験標準テキスト「ロジスティクス・オペレーション３級」
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時　間
Off-JTの
実施主体

備　　　考

輸送・包装・荷役・保
管実習

340

職業能力基礎講習 12

輸送・包装・荷役基
礎

6

輸送基礎 5

安全衛生 1

能力評価 10

パソコン基本実習 3

文書及び表計算作
成

18

輸送包装基本実習 24

輸配送システム基本 6

Off-JTで使用するものは、
下線（　　）で示す。ＯＪＴ及
びOff-JTの両方で使用す
るものは、（＊）を付す。

輸送包装、荷役、保管、配送、コスト管理（グルー
プ実習による輸送管理）

オリエンテーション、能力評価（企業評価、自己評
価）

実技計  51.0時間

訓 練 科 名 ( コ ー ス 名 )

実
習

（
O
J
T

）

パソコン一式(プリンタ含む)、プロジェクター、白板

職務又は教科の内容

仕 上 が り 像

主要な設備
機器、教材

職務名又は教科名

実習（OJT）計  340.0時間

学
科

輸配送システムを使った情報処理実習基礎

包装、ユニットロードシステム、荷役、保管、各種
機器

コンピュータの起動と終了、アプリケーションの起
動と終了、基本ツールの操作、ファイルの操作、動
作環境の設定

オフィスアプリケーションを活用したビジネス文書
作成、データ整理、集計、分析

有期実習型訓練合計  425.0時間

座学等（Off-JT）計  85.0時間

ロジスティクス・オペレーション科訓練カリキュラム

実
技

コミュニケーション、グループディスカッション、キャ
リア形成、キャリアコンサルティング（自己理解、自
己評価）、ビジネスマナー、電話応対、顧客対応
（挨拶、身だしなみ、態度、言葉遣い、ＣＳ（Customer

Satisfaction））、PDCAの理解、企業活動（事業領域、
組織、経営理念、社是等）の理解、コンプライアン
ス

輸送概論、輸配送システム、関連法規

学科計  34.0時間

平成21年3月作成

各種包装材料、容器を使った包装技術、課題設定
による保管コスト計算と保管機器

ＶＤＴ(Visual Display Terminals)作業と安全衛生

座
学
等

（
O
f
f

―

J
T

）

有
期
実
習
型
訓
練
の
内
容

生産現場業務、出荷・受荷係
業務

訓練修了後
の関連職種

ロジスティクス・オペレーション
科

企業人としてのビジネススキルを身につけたうえ、ロジスティックにおける輸送・保管・
荷役等の物流管理の基本的事項を理解し、輸配送に関する事務処理を正確に行う
業務遂行能力を習得する。

輸送に関する制度や包装等に関する物流における包装設計等を理解し、物流に係
る補助業務を円滑に遂行できる。

訓 練 目 標
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国際経営管理における訓練カリキュラム設定のガイドライン
（１）訓練科名 グローバル経営プランニング科

（２）想定される受講希望者 国際経営管理業務を行っていく上で、専門学校、大学卒程度の教養に併
せて国際経営に関する基礎知識を有している者で、卒業後は非正規雇用
が長く、これから正社員になることを目指す者であって、企業が求める一
定以上の英語によるコミュニケーション能力を取得している者。

（３）訓練終了後の関連職種 総務、企画・調査部門における事務業務

（４）訓練カリキュラム OJTは、ジョブ・カード評価シート（様式6）（厚生労働省ホームページ参照）
の「Ⅲ技能・技術に関する能力(2)専門的事項」の能力ユニット「国際経営
管理、国際事業運営、異文化コミュニケーション」に関する補助業務を科
目として設定。

※１）教科及び訓練時間の設定
　当該訓練カリキュラムは、有期実習型訓練の訓練基準を満たし、訓練期間６ヶ月、総訓練時間４２５時
間の職業訓練を実施することを前提に事例として設定したものであり、OJTの職務やOff-JTの実施環境
に応じて、企業が「職務又は教科の内容」、「時間」等を追加、修正し、弾力的な設定が可能であること。

※２）訓練修了後の自己啓発目標
　実務経験の後、TOEIC、TOFFLE、実用英語技能検定などに企業が求める基準（例えば、TOEIC500点
以上など）に合格することを目標とする。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－　52　－



時　間
Off-JTの
実施主体

備　　　考

国際ビジネス
実習

340

職業能力基礎
講習

12

国際経営管理
基礎

8

異文化理解 3

安全衛生 1

能力評価 10

パソコン基本
実習

3

ビジネス文書
作成

12

ビジネス英語
基本

12

国際事業運営
基本

24

実
習

（
O
J
T

）

学
科

平成21年3月作成

実習（OJT）計  340.0時間

仕 上 が り 像

職務名又は教科名

有
期
実
習
型
訓
練
の
内
容

海外業務、海外事業、経営企
画、総務、調査業務

訓練修了後
の関連職種

企業人としてのビジネススキルを身につけたうえ、国際経営、リスクマネジメント、海外
ビジネス等の国際経営の基本的事項を理解し、国際経営管理に関する事務処理を正
確に行う業務遂行能力を習得する。

グローバル経営プランニング科訓練カリキュラム

訓 練 科 名 ( コ ー ス 名 )

訓 練 目 標

Off-JTで使用するものは、
下線（　　）で示す。ＯＪＴ及
びOff-JTの両方で使用す
るものは、（＊）を付す。

実技計  51.0時間

学科計  34.0時間

ビジネスシーンにおける英語コミュニケーション

主要な設備
機器、教材

コンピュータの起動と終了、アプリケーションの起動
と終了、基本ツールの操作、ファイルの操作

パソコン一式(プリンタ含む)、プロジェクター、白板、電話器

実
技

有期実習型訓練合計  425.0時間

座学等（Off-JT）計  85.0時間

座
学
等

（
O
f
f

―

J
T

）

オリエンテーション、能力評価（企業評価、自己評
価）

海外における事業運営の展開を想定した課題設定
と英語によるコミュニケーション、突発的事例を想定
した英語による問題解決

オフィスアプリケーションを活用した英語によるビジ
ネス文書作成

グローバル経営プランニング科

海外での現地法人・支店・駐在員事務所等設置や
運営事務補助、海外進出展開企画（グループ研
修）、国際経営に係るリスクマネジメント、異文化コ
ミュニケーション

コミュニケーション、グループディスカッション、キャ
リア形成、キャリアコンサルティング（自己理解、自
己評価）、ビジネスマナー、電話応対、顧客対応（挨
拶、身だしなみ、態度、言葉遣い、ＣＳ（Customer

Satisfaction））、PDCAの理解、企業活動（事業領域、
組織、経営理念、社是等）の理解、コンプライアンス

海外での現地法人設置や事業運営、国際経営戦略の策定等海外関連の統括業務に
関する補助業務を円滑に遂行できる。また、リスクマネジメント、製造物責任、環境問
題への対応等に係る補助業務を円滑に遂行できる。

職務又は教科の内容

国際経営管理基礎、国際事業運営基礎、国際法務
基礎、国際人事･労務基礎、国際会計・税務・財務、
海外ビジネス基礎、リスクマネジメント、製造物責任
基礎、企業の社会的責任（ＣＳＲ：（Corporate Social

Responsibility））

ＶＤＴ（Visual Display Terminals) 作業と安全衛生

各国の異文化理解、地域事情
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貿易における訓練カリキュラム設定のガイドライン
（１）訓練科名 貿易ビジネス科

（２）想定される受講希望者 貿易業務を行っていく上で、専門学校、大学卒程度の教養に併せて貿
易に関する基礎知識を有している者で、学校卒業後は非正規雇用が
長く、これから正社員になることを目指す者であって、企業が求める一
定以上の英語によるコミュニケーション能力を取得している者。

（３）訓練終了後の関連職種 営業・販売部門における事務業務

（４）訓練カリキュラム OJTは、ジョブ・カード評価シート（様式6）（厚生労働省ホームページ参
照）の「Ⅲ技能・技術に関する能力(2)専門的事項」の能力ユニット「国
際商取引、異文化コミュニケーション」に関する補助業務を科目として
設定。

※１）教科及び訓練時間の設定
　当該訓練カリキュラムは、有期実習型訓練の訓練基準を満たし、訓練期間６ヶ月、総訓練時間４２５時
間の職業訓練を実施することを前提に事例として設定したものであり、OJTの職務やOff-JTの実施環境
に応じて、企業が「職務又は教科の内容」、「時間」等を追加、修正し、弾力的な設定が可能であること。

※２）訓練修了後の自己啓発目標
　実務経験の後、TOEIC、TOFFLE、実用英語技能検定などに企業が求める基準（例えば、TOEIC500点
以上など）に合格することを目標とする。
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時　間
Off-JTの
実施主体

備　　　考

貿易実務実習 340

職業能力基礎講習 12

貿易管理基礎 6

異文化理解 5

安全衛生 1

能力評価 10

パソコン基本実習 3

文書及び表計算作
成

15

貿易関係書類作成 12

貿易交渉基本 21

仕 上 が り 像

実
技

オフィスアプリケーションを活用した英語によるビ
ジネス文書作成、データ整理、集計、分析

訓練修了後
の関連職種

企業人としてのビジネススキルを身につけたうえ、貿易業界の全体像と国際商取引
の仕組みを理解し、貿易実務に関する事務処理を正確に行う業務遂行能力を習得す
る。

輸出入・海外間取引に関する貿易業務を理解し、英語によるコミュニケーション・書類
作成等の貿易取引に係る補助業務を円滑に遂行できる。

輸出入・海外間取引事務
業務

コミュニケーション、グループディスカッション、キャ
リア形成、キャリアコンサルティング（自己理解、自
己評価）、ビジネスマナー、電話応対、顧客対応
（挨拶、身だしなみ、態度、言葉遣い、ＣＳ（Customer

Satisfaction））、PDCAの理解、企業活動（事業領域、
組織、経営理念、社是等）の理解、コンプライアン
ス、文書作成

Off-JTで使用するものは、
下線（　　）で示す。ＯＪＴ及
びOff-JTの両方で使用す
るものは、（＊）を付す。

職務名又は教科名

製品の輸出入・海外間取引など国際商取引に係
る補助業務、異文化理解、英語によるコミュニケー
ション・文書作成能力、他国の商取引習慣の理解

オリエンテーション、能力評価（企業評価、自己評
価）

実技計  51.0時間

学科計  34.0時間

実習（OJT）計  340.0時間

貿易概論、国際貿易、貿易取引基礎、関係法規

主要な設備
機器、教材

ＶＤＴ（Visual Display terminals）作業と安全衛生

貿易実務に関する各種資料作成演習、ケーススタ
ディによる商取引と外国為替

座
学
等

（
O
f
f

―

J
T

）

有
期
実
習
型
訓
練
の
内
容

職務又は教科の内容

有期実習型訓練合計  425.0時間

座学等（Off-JT）計  85.0時間

実
習

（
O
J
T

）

パソコン一式(プリンタ含む)、プロジェクター、白板、電話器

貿易取引における英語による交渉術、輸出入契
約実務等におけるトラブル事例に基づく問題解決

コンピュータの起動と終了、アプリケーションの起
動と終了、基本ツールの操作、ファイルの操作

貿易ビジネス科訓練カリキュラム

訓 練 科 名 ( コ ー ス 名 )

訓 練 目 標

学
科 各国の異文化理解、地域事情、マーケティング調

査基礎

貿易ビジネス科

平成21年3月作成
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